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□共同住宅用自動火災報知設備

共同住宅用連結送水管

共同住宅用非常コンセント設備

階段室型特定共同住宅等に限る。

（日本産業規格Ａ列４番）

□



⇒

住宅用消火器及び消火器具

又は規則第６条により設置



共同住宅用スプリンクラー設備



共同住宅用自動火災報知設備

自動火災報知設備

非常警報器具又は設備

避難器具

誘導灯及び誘導標識

連結送水管

非常コンセント設備

1

動力消防ポンプ設備

□



□



□



消火器具



自動火災報知設備

屋外消火栓設備

（２）避難安全支援性能

非常警報器具又は設備

特定共同住宅等の種類と必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等

自動火災報知設備

共同住宅用自動火災報知設備

又は住戸用自動火災報知設備

及び共同住宅用非常警報設備

屋内消火栓設備

スプリンクラー設備

イ　地階を除く階数が１１以上のもの

（１）初期拡大抑制性能

ア　地階を除く階数が１０以下のもの

避難器具

誘導灯及び誘導標識



（３）消防活動支援性能

⇒

二方向避難・開放型特定共同住宅等である。（計算書を添付する。）

ア　地階を除く階数が１０以下のもの

⇒

⇒

住宅用消火器及び消火器具

又は規則第６条により設置



共同住宅用自動火災報知設備

又は住戸用自動火災報知設備

及び共同住宅用非常警報設備

⇒

イ　地階を除く階数が１１以上のもの

（その１）



消火器具

屋内消火栓設備

自動火災報知設備

屋外消火栓設備

動力消防ポンプ設備

□



□



特定共同住宅等チェックリスト

別記様式第２
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スプリンクラー設備

自動火災報知設備

屋外消火栓設備

⇒

動力消防ポンプ設備

□



□



□

住宅用消火器及び消火器具

又は規則第６条により設置



共同住宅用スプリンクラー設備



共同住宅用自動火災報知設備

自動火災報知設備

□



共同住宅用自動火災報知設備

又は住戸用自動火災報知設備

及び共同住宅用非常警報設備

消火器具

住宅用消火器及び消火器具

又は規則第６条により設置



共同住宅用自動火災報知設備



ア　地階を除く階数が５以下のもの



自動火災報知設備

屋外消火栓設備

動力消防ポンプ設備

□



□

消火器具

⇒

（２）避難安全支援性能

（その２）

特定共同住宅等の種類と必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等

二方向避難型特定共同住宅等である。

イ　地階を除く階数が１０以下のもの

動力消防ポンプ設備

□



□



住宅用消火器及び消火器具

又は規則第６条により設置

共同住宅用自動火災報知設備

又は住戸用自動火災報知設備

及び共同住宅用非常警報設備

（３）消防活動支援性能

非常警報器具又は設備

避難器具

自動火災報知設備

非常警報器具又は設備

避難器具

⇒

⇒

ウ　地階を除く階数が１１以上のもの

屋内消火栓設備（11階

以上の階に設置するも

のに限る。）

イ　地階を除く階数が６以上のもの

□ 共同住宅用自動火災報知設備

2

連結送水管



階段室型特定共同住宅等に限る。

□



（１）初期拡大抑制性能

⇒

消火器具

⇒

ア　地階を除く階数が５以下のもの

自動火災報知設備

屋外消火栓設備

共同住宅用連結送水管

非常コンセント設備 共同住宅用非常コンセント設備
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自動火災報知設備

⇒

非常警報器具又は設備

誘導灯及び誘導標識

屋外消火栓設備

動力消防ポンプ設備

ア　地階を除く階数が５以下のもの

□



□



□

住宅用消火器及び消火器具

又は規則第６条により設置



共同住宅用スプリンクラー設備



共同住宅用自動火災報知設備

□

イ　地階を除く階数が６以上のもの

□



□

住宅用消火器及び消火器具

又は規則第６条により設置



共同住宅用自動火災報知設備

イ　地階を除く階数が１０以下のもの

屋内消火栓設備

自動火災報知設備

屋外消火栓設備

動力消防ポンプ設備

□



□



⇒

（１）初期拡大抑制性能

特定共同住宅等の種類と必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等

開放型特定共同住宅等である。（計算書を添付する。）

消火器具

避難器具

ア　地階を除く階数が５以下のもの

自動火災報知設備

⇒

□



共同住宅用自動火災報知設備

又は住戸用自動火災報知設備

及び共同住宅用非常警報設備

非常警報器具又は設備

避難器具

誘導灯及び誘導標識

3

非常コンセント設備

階段室型特定共同住宅等に限る。

⇒

共同住宅用自動火災報知設備

連結送水管

共同住宅用非常コンセント設備



（その３）

住宅用消火器及び消火器具

又は規則第６条により設置



共同住宅用自動火災報知設備

又は住戸用自動火災報知設備

及び共同住宅用非常警報設備



（３）消防活動支援性能

共同住宅用連結送水管

屋内消火栓設備

自動火災報知設備

屋外消火栓設備

動力消防ポンプ設備

消火器具

屋内消火栓設備

スプリンクラー設備

自動火災報知設備

消火器具

⇒

ウ　地階を除く階数が１１以上のもの

⇒

（２）避難安全支援性能
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⇒

自動火災報知設備

□

屋外消火栓設備

動力消防ポンプ設備

イ　地階を除く階数が１１以上のもの

動力消防ポンプ設備

消火器具

□



□



□

住宅用消火器及び消火器具

又は規則第６条により設置



共同住宅用スプリンクラー設備



共同住宅用自動火災報知設備

スプリンクラー設備

自動火災報知設備



屋内消火栓設備（11階

以上の階に設置するも

のに限る。）

消火器具

自動火災報知設備

屋外消火栓設備



□



⇒

（２）避難安全支援性能

（３）消防活動支援性能

階段室型特定共同住宅等に限る。

⇒

共同住宅用非常コンセント設備

4

その他の特定共同住宅等である。

（１）初期拡大抑制性能

ア　地階を除く階数が１０以下のもの

□



□

住宅用消火器及び消火器具

又は規則第６条により設置



共同住宅用自動火災報知設備

共同住宅用自動火災報知設備 非常警報器具又は設備

避難器具



（その４）

特定共同住宅等の種類と必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等

⇒



非常コンセント設備

連結送水管 共同住宅用連結送水管
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（その５）

配 電 管

そ の 他



通 気 管

空調用冷温水管

ガ ス 管

冷 媒 管



排 水 管

汚 水 管



6



材　　質 配管の口径 施工方法



5



＜住戸等と共用部分との区画＞

(２)　共用部分に面する開口部（平成１７年告示第２号第３､３､(３)､イ､(イ)か

　　ら(ハ)までの要件を満たす換気口等を除く｡）には防火設備（主たる出入口

　　に設けるものは、随時開くことができる自動閉鎖装置付きのものに限る｡）

　　である防火戸が設けられている。

(１)　耐火構造の床又は壁で区画されている。

特定共同住宅等の位置・構造・設備基準等

＜住戸等の区画を貫通する配管等の有無＞

　区画を貫通する配管　（　有　・　無　）

　次のとおり、基準に適合している。

(３)　二方向避難・開放型特定共同住宅等及び開放型特定共同住宅等以外の特定

　　共同住宅等の住戸等（共同住宅用スプリンクラー設備設置住戸等を除く｡）

　　の共用部分に面する開口部は、ア及びイに適合する。

ア　開口部面積の合計が、一の住戸等につき４㎡（共用室にあっては８㎡）

　以下である。

イ　一の開口部面積は、２㎡以下である。

種　類

給 水 管



4

(２)　住戸等間の外壁開口部相互間の距離が0.9ｍ以上であり、次のいずれかに

　　適合する。

　住戸等の外壁開口部（直径が0.15ｍ以下で防火設備が設けられた換気口等及び

面積が0.01㎡以下の換気口等を除く｡）は、次のいずれかに適合している。

(１)　住戸等間の外壁開口部は、外壁面から0.5ｍ以上突出した耐火構造のひさ

　　し、床、そで壁等で防火上有効に遮られている。

＜住戸等の外壁開口部＞

イ　火災住戸等から他の住戸等へ延焼しないよう、外壁開口部に延焼防止措

　置がされている。（計算書を添付する｡）

ア　上下に設けられた開口部(直径0.15ｍ以下の換気口等及び相互間の距離が

　3.6ｍ以上であるものを除く｡)に防火設備である防火戸が設けられている。

1

＜共用部分の内装＞

　共用部分の壁及び天井の仕上げが準不燃材料である。

＜住戸等と他の住戸等との区画＞

2

3

＜主要構造部＞

　主要構造部は耐火構造である。

　開口部のない耐火構造の床又は壁で区画されている。
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特定共同住宅等の位置・構造・設備基準等

（その６）

＜特定光庭の有無＞

　次に適合しない光庭を有する。　（　有　・　無　）



(１)　廊下又は階段室等を設けている特定光庭に面する開口部は、次に適合して

　　いる。

＜特定光庭に面する開口部の防火措置＞

　特定光庭に面して、火を使用する設備を設けていない。（平成１４年告示第７

号に適合する屋内避難階段等の部分が存する特定光庭に、安全性が確認された給

湯湯沸設備等を設けている場合は除く｡）

7

(イ)　(ア)により求めた値が２．５以上であるが、火災住戸等のすべての

　　開口部から噴出する煙層の温度が４Ｋ以上上昇しない。（計算書を添

　　付する｡）

(ア)　避難光庭の高さを避難光庭の幅で除した値が２．５未満である。

(１)　光庭に面する火災住戸等のすべての開口部から噴出する火炎等の輻射熱に

　　よる、火災住戸等以外の住戸等の光庭に面する開口部の受熱量が１０kＷ/㎡

　　未満である。（計算書を添付する｡）

(２)　光庭が避難光庭に該当し、次に適合している。

ア　避難光庭に面する火災住戸等のすべての開口部から噴出する火炎等の輻

　射熱による、避難光庭に面する廊下及び階段室等を経由して避難する者の

　受熱量が３kＷ/㎡未満である。（計算書を添付する｡）

イ　避難光庭は次のいずれかに適合している。



8

ア　一の住戸等の開口部面積の合計は４㎡以下、かつ、一の開口部面積は２

　㎡以下である。（共同住宅用スプリンクラー設備設置住戸等を除く｡）

イ　特定光庭の下端に設けられた開口部が、常時外気に開放され、かつ、当

　該開口部の有効断面積の合計が、特定光庭の水平投影面積の1/50以上であ

　る。

(２)　(１)以外の特定光庭に面する開口部は、次に適合している。

ア　開口部には、はめごろしの防火戸が設置されている。（緩和規定を適用

　している場合は除く｡）

イ　住戸等の開口部相互間の水平距離は、同一壁面上は0.9ｍ以上（0.5ｍ以

　上の耐火構造のそで壁等を設けた場合は除く｡）、異なる壁面上は2.4ｍ（

　はめごろしの防火戸の場合は2.0ｍ）以上である。

ウ　住戸等の開口部相互間の垂直距離は、1.5ｍ（はめごろしの防火戸の場合

　は0.9ｍ）以上である。（0.5ｍ以上突出した耐火構造のひさし等を設けた

　場合は除く｡）

エ　一の住戸等の一の階の開口部面積の合計は２㎡以下、かつ、一の開口部

　面積は１㎡以下である。

9

＜特定共同住宅等以外の部分＞



11

(１)　他用途部分と政令第８条に規定する開口部のない耐火構造の床又は壁で区

　　画されている。



＜初期拡大抑制性能＞

　特定共同住宅等の種類に応じ、初期拡大抑制性能を主として有する通常用いら

れる消防用設備等に代えて、必要とされる初期拡大抑制性能を主として有する消

防の用に供する設備等が13から16により設置されている。



10



(２)　(１)以外の部分は、独立した用途に供される部分の床面積の合計が300㎡

　　未満で、かつ、当該特定共同住宅等の延べ面積の10％未満であり、当該部分

　　が、床面積150㎡以内ごとに防火区画されている。

＜特定光庭の火気規制＞
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（その７）

特定共同住宅等の位置・構造・設備基準等

(２)　共同住宅用非常コンセント設備の技術基準に適合している。



ウ　住戸用自動火災報知設備の技術基準に適合している。



エ　共同住宅用非常警報設備の技術基準に適合している。



＜住戸用自動火災報知設備及び共同住宅用非常警報設備＞

(２)　共同住宅用スプリンクラー設備設置部分の住戸用自動火災報知設備の免除



16

18



17

＜共同住宅用非常コンセント設備＞

(１)　共同住宅用非常コンセント設備が設置されている。

＜共同住宅用連結送水管＞

(１)　共同住宅用連結送水管が設置されている。

(２)　共同住宅用連結送水管の技術基準に適合している。



15

イ　共同住宅用自動火災報知設備の技術基準に適合している。

＜共同住宅用自動火災報知設備＞

(１)　共同住宅用自動火災報知設備の設置

ア　共同住宅用自動火災報知設備が設置されている。



(２)　共同住宅用スプリンクラー設備設置部分の共同住宅用自動火災報知設備の

　　免除



(１)　住戸用自動火災報知設備及び共同住宅用非常警報設備

ア　住戸用自動火災報知設備が住戸等及び共用部分に設置されている。

イ　直接外気に開放されていない共用部分以外の共用部分に、共同住宅用非

　常警報設備が設置されている。

　住戸、共用室又は管理人室に共同住宅用スプリンクラー設備が設置されている。



12

＜住宅用消火器及び消火器具＞

(１)　住戸、共用室又は管理人室ごとに、住宅用消火器が設置され、それらに直

　　接面していない共用部分等に、消火器具が歩行距離２０ｍ以下となるように

　　設置されている。

(２)　規則第６条により消火器具が設置されている。

13

＜避難安全支援性能＞

　特定共同住宅等の種類に応じ、避難安全支援性能を主として有する通常用いら

れる消防用設備等に代えて、必要とされる避難安全支援性能を主として有する消

防の用に供する設備等が15、16により設置されている。

　住戸、共用室又は管理人室に共同住宅用スプリンクラー設備が設置されている。

(１)　共同住宅用スプリンクラー設備の設置

ア　共同住宅用スプリンクラー設備が設置されている。

イ　共同住宅用スプリンクラー設備の技術基準に適合している。

＜共同住宅用スプリンクラー設備＞

14

ア　住戸、共用室又は管理人室の壁及び天井の仕上げが準不燃材料である。

イ　共用室及び共用室以外の部分（開放型廊下又は開放型階段に面する部分

　を除く｡）を区画する壁に設けられる開口部（規則第１３条第２項第１号ロ

　の基準に適合するものに限る｡）に、特定防火設備（規則第１３条第２項第

　１号ハの基準に適合するものに限る｡）が設けられている。



(２)　二方向避難・開放型特定共同住宅等（１１階以上の部分）又は開放型特定

　　共同住宅等（１１階以上１４階以下の部分）の共同住宅用スプリンクラー設

　　備の免除


[image: image8.emf]（その８）

□ １ 消火器具 □ 15 泡消火設備

□ ２ 住宅用消火器 □ 16 不活性ガス消火設備

□ ３ 屋内消火栓設備 □ 17 ハロゲン化物消火設備　

□ ４ スプリンクラー設備 □ 18 粉末消火設備　

□ ５ 共同住宅用スプリンクラー設備 □ 19 消防用水

□ ６ 自動火災報知設備 □ 20 排煙設備　

□ ７ 共同住宅用自動火災報知設備 □ 21 連結散水設備　

□ ８ 住戸用自動火災報知設備 □ 22 連結送水管

□ ９ 非常警報器具又は非常警報設備 □ 23 共同住宅用連結送水管

　　（ □ 非常ベル、□ 自動式サイレン、□ 放送設備 ）

□ 24 非常コンセント設備

□ 10 共同住宅用非常警報設備 □ 25 共同住宅用非常コンセント設備

□ 11 消防機関へ通報する火災報知設備 □ 26 無線通信補助設備

□ 12 避難器具 □ 27 その他

□ 13 誘導灯及び誘導標識 　　（ 設備名：　　　　　　　　　）

□ 14 水噴霧消火設備

(７)　表中の用語

　　ウ　特定共同住宅等の住戸等の床又は壁並びに当該住戸等の床又は壁を貫通する配管

　　　等及びそれらの貫通部が一体として有すべき耐火性能

　　ア　「政令」：消防法施行令（昭和３６年政令第３７号）

　　イ　「規則」：消防法施行規則（昭和３６年自治省令第６号）

(４)　図面番号欄は、該当事項が確認できるように、添付した設計図書等の図面番号を記

　　入してください。

(５)　廊下及び階段室等の開放性を判断した計算書等を添付してください。

(６)　次の内容について検証を行った場合は、計算書等を添付してください。

　　　(ウ)　避難光庭における煙層の上昇温度

　　ア　上階住戸等への延焼防止措置

　　イ　特定光庭の判断

　　　(ア)　延焼安全性

　　　(イ)　避難光庭の輻射熱による避難安全性

特定共同住宅等の部分に設置する消防用設備等

記　載　上　の　注　意　事　項

(３)　計画欄には、該当するものに○を記入し、該当がない場合は斜線を記入してくださ

　　い。

(１)　詳細については、平成１７年総務省令第４０号、関係告示等を必ず確認してくださ

　　い。

(２)　計画の特定共同住宅等の構造類型に応じ、「通常用いられる消防用設備等」と「必

　　要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等」の該当する□にレ点又は

　　■を記入してください。


